
 

 

 

Malaysia  |  Tax  |  14 July 2022 

 

 

 

Tax Espresso – Special Alert 
賦課年度 2022 年法人税申告書 –  

移転価格に関する重要な開示項目の

追加(Item F8) 

 

 
マレーシア内国歳入庁(IRB)は賦課年度 2022 年の法人税申告書 Form C

を改訂し、公表しました。 -SampleRF_C2022_2.pdf (hasil.gov.my)  

改訂版では移転価格 (TP)に関する重要な開示項目が追加されました

(Item F8)。これは 2022 年 1 月 1 日以降に終了する会計年度から適用

される申告書となります。 



 
Form Cに追加された開示項目は何か? 

会社のキャラクタライゼーション 

納税者は会社の事業活動、つまり製造活動、販売活動、サービス活

動のキャラクタライゼーションを提示することが求められます。正

確なキャラクタライゼーションが重要で、TP の機能資産リスク(FAR)

分析に基づいて決定する必要があります。従って、この追加開示項

目は TP 文書を作成していない納税者や、FAR 分析のない簡易な TP 文

書を作成している納税者にとって、対応が困難となります。 
 
TP のキャラクタライゼーションは、差し迫る第 1 の柱 (Pillar One)の

導入、および税務調査におけるリスクと経済価値の評価に強い相互

作用を有します。  
 
事業再編 

事業再編は IRB が移転価格調査対象を選定するにあたり重視する指標

のひとつです。特に事業再編により会社の収益性が低下した場合で

す。とりわけ優遇税制適用期間終了直後に行われたり、パンデミッ

クの影響により行われた事業再編に対し、IRB はより詳細な調査をす

るようになっています。事業の変更のすべてが当該事業再編に該当

するわけではありません。移転価格上の事業再編の定義、代表的に

は OECD の TP ガイドラインでの定義にあてはめての回答が必要で

す。改訂版申告書では事業再編の選択肢がいくつかありますが、そ

の他すべてが該当してしまうような“Others” という選択肢もありま

す。 
 

研究開発(R&D) 活動  

IRB は会社が行う R&D 活動とその対価を詳細に調査します。過去の調

査傾向によれば、関連会社間で共有された製品や製造工程の改良

等、製造無形資産の開発や増大に寄与する納税者の活動に注目して

います。優遇税制を受けている納税者は、その優遇税制の条件とし

て R&D 活動を行うことが求められている場合もあります。 
 
マレーシア TP ガイドラインで述べられているように、R&D 活動を行

う納税者が受ける一般的なコストプラス方式の報酬は、必ずしもす



べての場合において適切ということではありません。これら R&D に

ついて TP の観点から正確に描写することが、賦課年度 2022 年申告

書で R&D に関する項目を正しく開示するために必要な準備となるで

しょう。またそれは、事業再編、無形資産所有、費用分担等の改訂

版申告書で求められる TP 開示項目と相互作用するものです。 
 
取引/ブランド/知的財産(IP) の所有 

移転価格での所有条件は法的所有のみならず経済的所有にも拡大

し、一般的には無形資産の開発、改良、維持、保護、活用(DEMPE) 分

析に基づき決定されます。従って、国内納税者による多額の広告、

マーケティングや販促活動も、IRB はブランド改良とみなし、その経

済的所有に対する対価受取を求める可能性があります。 
 
その他の開示項目  

キャッシュプーリング、恒久的施設 (PE)、配当支払、費用負担等が、

その他開示項目として改訂版 Form C に追加されました。PE に関して

は、外国会社の活動が PE 認定されないかについて、納税者は注意深

く検証する必要があります。IRB が別途解釈説明を提示しない限り、

これは改訂版申告書で求められる開示に影響します。 
 
Form C で間違った開示をすることの影響 

納税者が自身または他者の税額に影響を与える事項について、Form C

で誤った情報を記載した場合、ペナルティが科される可能性があり

ます (場合により不足税額の 200%まで)。また、税務申告書で間違っ

た情報開示や虚偽の申告があった場合、故意の不履行/怠慢として時

効は適用されない旨を IRB が主張する可能性があります。さらに、間

違った開示をすることで、調査対象に選ばれるリスクが高まった

り、争訟の⾧期化、既存または申請中の事前確認(APA)や相互協議

(MAP)交渉に影響を与える可能性があります。  

上述とは別に、2021 年 1 月 1 日以降に開始した移転価格調査につい

ては、セクション 113B に基づく新たなペナルティ(要求から 14 日以

内に TP 同時文書を提出できない場合)、およびセクション 140A(3C)に

基づくサーチャージ(移転価格調整額の最大 5%)が適用されます。 
 



IRB による最近のコーポレートガバナンスフレームワークや協調的コ

ンプライアンスの導入により、取締役やその他利害関係者は TP に十

分な注意をはらう義務があります。賦課年度 2022 年以降の Form C で

の TP 開示項目の追加は、コンプライアンス基準の強化を喚起するも

のと理解されます。 
 
納税者への今後の影響 

Form C の追加開示項目は、Form MNE と類似しています。Form MNE

は移転価格調査対象を選定するためのリスク調査として、以前は IRB

が選んだ納税者に送付していたものです。これら開示項目を Form C

に含めたことで、調査対象選定のサンプル数を拡大し、納税者が提

供した情報はリスクに基づいた今後の調査対象選定を補助するもの

になります。従って、これらの開示項目は正確でかつ毎年の TP 文書

の内容と一致している必要があります。  

 
 

 

 

 
お問合せ 

Tax Espresso はデロイトマレーシア税務サービス部門がお届けしてい

ます。 

ご不明点がございましたら、下記、日系企業サービスの渡又は、秋元ま

でご連絡下さい。また、英語原文をご希望の方は山本までご連絡下さ

い。 
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名前  役職 電話番号 Email 

渡 喬     Director 03 7650 6452 twatari@deloitte.com  

秋元啓孝 Senior Manager 03 7610 8905 akimoto@deloitte.com  
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